
                                                                   別表１－２ 

資 金 名  経営改善借換資金 

 
融資対象 

 
 

 
 県内に事業所を有し、現に事業を営む中小企業者等のうち、次のいずれかに
該当し、かつ、経営行動計画書を策定し、その実行と進捗の報告を金融機関に
行う者 
(１)中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定による市町村長の認定を受

けたもの 
(２)中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による市町村長の認定を受

け、かつ売上高等減少率が15％以上であるもの 
(３)中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による市町村長の認定を受

けたもの（(２)に該当するものを除く。） 
(４)次の①又は②アからカのいずれかに該当するもの 
  ①最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して５％以上減少して

いるもの 
  ②ア 最近１か月間の売上高総利益率が前年同月の売上高総利益率と比較

して５％以上減少しているもの 
   イ 最近１か月間の売上高総利益率が直近決算の売上高総利益率と比較

して５％以上減少しているもの 
   ウ 直近決算の売上高総利益率が直近決算前期の売上高総利益率と比較

して５％以上減少しているもの 
   エ 最近１か月間の売上高営業利益率が前年同月の売上高営業利益率と

比較して５％以上減少しているもの 
   オ 最近１か月間の売上高営業利益率が直近決算の売上高営業利益率と

比較して５％以上減少しているもの 
   カ 直近決算の売上高営業利益率が直近決算前期の売上高営業利益率と

比較して５％以上減少しているもの 
 

資金使途  事業資金 

融資限度額  １億円以内 

融資利率  １．３０％ 

 
保証料率 

 

 
(１ )～ (３ ) 0.85% 
（ただし、経営者保証免除対応を適用する場合は 0.2%を上乗せする。）  
（ただし、0.65%（経営者保証免除対応により 0.2%が保証料に上乗せされ

ている場合には、0.85%）を国が補助する。なお、条件変更に伴い追加
して生じる保証料については国の補助の対象外とする。 ) 

（ただし、 (１ )・ (２ )の認定において認定書に記載された売上高等の減
少率が 15%以上のものの保証料については、 0.2%を県が補助する。）  

(４ )ⅰ  責任共有制度の対象除外となる既往借入金の範囲内の額を借り
換える場合  0.5～ 2.2% 

  （ただし、経営者保証免除対応を適用する場合は 0.2%を上乗せする
。）  

  （ただし、 0.3～ 1.05%（経営者保証免除対応により 0.2%が保証料に
上乗せされている場合には、 0.5～ 1.25%）を国が補助する。）  

  ⅱ  上記以外の場合  0.45～ 1.9% 
  （ただし、経営者保証免除対応を適用する場合は 0.2%を上乗せする

。）  
  （ただし、0.25～ 0.75%（経営者保証免除対応により 0.2%が保証料に

上乗せされている場合には、 0.45～ 0.95%）を国が補助する。）  
  なお、ⅰ及びⅱともに、条件変更に伴い追加して生じる保証料につ

いては国の補助の対象外とする。  
 

融資期間  １０年以内（据置期間５年以内） 



保証承諾 

担  保  必要に応じて徴求 

 
保 証 人 

 
 
 

 
 原則として、法人は代表者のみ、個人は不要。 
 また、経営者保証免除対応を適用する場合は法人代表者の連帯保証を徴求し
ない。 
 

受付機関  指定金融機関 

 
必要書類 

 
 

 
 １ 信用保証委託申込書（信用保証委託契約書一式） 
 ２ 経営行動計画書 
 ３ 申込が法人の場合は、商業登記簿謄本（発行後１か月以内のもの）  
 ４ 印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 
 ５ 許認可を必要とする業種にあっては、その許認可証の写し 
 ６ 設備の設置等の設備資金の申込にあっては、見積書及び図面 
 ７ 事業歴１年未満の場合は、開業から申込までの月別事業実績 

  ８ 個人情報の提供に関する同意書 
 ９ 決算書の写し 
 10 (１)、(２)又は(３)に該当する場合は、中小企業信用保険法第２条第５項

の規定に基づく市町村長の認定書 
 11 (４)①に該当する場合は、売上高減少要件確認書 
 12 (４)②に該当する場合は、売上高総利益率減少要件確認書又は売上高営業

利益率減少要件確認書 
 13 経営者保証免除対応を適用する場合は、経営者保証免除対応確認書  
 14 その他必要と認める書類 
 
［特定非営利活動法人（以下「ＮＰＯ法人」という。）の場合、決算書、納税申告書等の写

しに代えて次の書類］ 

 事業報告書、計算書類（活動計算書及び貸借対照表）及び財産目録、  

 年間役員名簿、社員のうち十人以上の者の氏名及び住所を記載した書面の各写し  
 
備   考  
 

 
１  本資金においては、中小企業信用保険法第３条の３の規定による特

別小口保険に係る保証を除く。  
２  融資対象 (４ )においては、中小企業信用保険法第３条の規定による

普通保険に係る保証及び同法第３条の２の規定による無担保保険に係
る保証（いずれも一般分に限る。）に限る。  

３  本資金において、次の①及び②を満たす場合に、保証料率を 0.2%上
乗せすることにより経営者保証を免除する。  

 ①令和２年１月２９日時点における直近の決算から経営者保証免除対
応確認書記入日時点における直近の決算までのいずれかにおいて資
産超過であること。  

 ②直近の決算における法人と代表者との関係において、法人と経営者
の資産・経理が明確に区分されており、法人と経営者の間の資金の
やりとり（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）につい
て、社会通念上適切な範囲を超えていない。  

 
 
  【融資の流れ】 
 
 
           
                        
 
 
 
 
 
 

返済 

借入申込者 指定金融機関 信用保証協会 

借入申込 保証依頼 

融資 


